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 貸　　　借　　　対　　　照　　　表

(平成１５年３月３１日現在)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位　百万円)

  　 科            目  　　金　　　　額  　　科　　　　　　目  　　金　　　　額

   　(資　産　の　部)  　　(負　債　の　部)

 流 　動 　資 　産 　　 １３９,７８３  流　 動 　負 　債 　　 １２３,１４５

     現 金 及 び 預 金 　　　 １０,８７９     支 払 手 形 　　　　 ３,１３６

     受 取 手 形 　　　　 ２,８６４     買 掛 金 　　　 ６８,６０２

     売 掛 金 　　　 ８７,６５３     短 期 借 入 金 　　　 ３０,８５０

     有 価 証 券 　　　　　　１１９     一 年 以 内 返 済 長 期 借 入 金 　　　　　　５００

     商品・製品及び仕掛品 　　　 ２１,０５３     未 払 金 　　　　 ８,６２６

     原材料及び貯蔵品 　　　　 ４,６８２     未 払 費 用 　　　　 ９,００３

     前 払 費 用 　　　　　　　２９     未 払 法 人 税 等 　　　　 ２,０５１

     繰 延 税 金 資 産 　　　　 ２,９４４     そ の 他 流 動 負 債 　　　　　　３７３

     未 収 入 金 　　　　 ８,２８３  固　 定　 負 　債 　　　 ９９,７０３

     そ の 他 流 動 資 産 　　　　 １,３６４     社 債 　　　 ３０,０００

     貸 倒 引 当 金 　△　　　　　９１     転 換 社 債 　　　 ２０,０００

 固　 定   資   産 　　 ２０２,８６１     長 期 借 入 金 　　　 ２５,０００

   有 形 固 定 資 産 　　　 ８０,７１６     退 職 給 付 引 当 金 　　　 ２４,３９９

     建                物 　　　 １８,５１５     役員退職慰労引当金 　　　　　　３０４

     構 築 物 　　　　 １,２４１   負 債 合 計 　　 ２２２,８４８

     機 械 及 び 装 置 　　　 ３８,４３５      （資  本  の  部）

     車 輌 運 搬 具 　　　　　　３６４  資 本 金 　　　 ２５,８９３

     工 具 器 具 備 品 　　　　 ３,０６５  資  本  剰  余  金 　　　 ６０,６６４

     土　    　        地 　　　 １６,５５３     資 本 準 備 金 　　　 ６０,６６４

     建 設 仮 勘 定 　　　　 ２,５４０  利  益  剰  余  金 　　　 ３０,８６０

   無 形 固 定 資 産 　　　　 １,０５７     利 益 準 備 金 　　　　 ５,８６５

     ソ フ ト ウ ェ ア 等 　　　　 １,０５７     任　意　積　立　金 　　　 １８,９５３

   投 資 等 　　 １２１,０８７        特 別償却準備金 　　　　　　　７８

     投 資 有 価 証 券 　　　 ２１,７２０        固定資産圧縮積立金 　　　　 １,８６９

     子会社株式・出資金 　　　 ９５,８８０        別　途　積　立　金 　　　 １７,００５

     長 期 前 払 費 用 　　　　　　４１６     当 期 未 処 分 利 益 　　　　 ６,０４０

     繰 延 税 金 資 産 　　　　 ６,２４８     　 　(うち当期利益) 　　　　(４,４６２)

    　  そ の 他 投 資 等 　　　　 ２,０６８  株式等評価差額金 　　　　 ２,４０４

     貸 倒 引 当 金 　△　　　　３１０  自　 己 　株 　式 △　　　　　２７

     投 資 損 失 引 当 金 　△　　 ４,９３７   資 本 合 計 　　 １１９,７９５

  資 産 合 計 　　 ３４２,６４４   負 債 及 び 資 本 合 計 　　 ３４２,６４４
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損　　益　　計　　算　　書

平成１４年４月 １ 日から

平成１５年３月３１日まで

　　　　　　　        　　　                                                            　　　　(単位  百万円)

 　　　         科　　　　　　　　　            目 　　 　 金    　　　　　額

         営　　　業　　　収　　　益

                 売 上 高 　　　　　３０１,０９３

         営　　　業　　　費　　　用
                 売 上 原 価 　　　　　２６３,６３９

                 販売費及び一般管理費 　　　　　　２７,１３６

 営

 業

 損

 益

 の

 部          営 業 利 益 　　　　　　１０,３１７

 営          営  　業　　外　　収　  益

 業                  受 取 利 息 配 当 金 　　　　　　　　 ６７４

 外                  雑 収 入 　　　　　　　１,８９６

 損           
 益         営　　業　　外　　費　　用

 の               支　　払　　利　　息 　　　　　　　１,１７０

 部                 雑　　　　 損 　　　　失 　　　　　　　　 ４０５

経

常

損

益

の

部

              経 常 利 益 　　　　　　１１,３１２

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 　　　　　　　　 １９４

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 　　　　　　　　 　５８

厚生年金基金代行部分返上益 　　　　　　　８,８７９

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 　　　　　　　　 ８５２

有 価 証 券 等 評 価 損 　　　　　　　１,４３２

投資損失引当金繰入額 　　　　　　　　 ２６４

棚 卸 資 産 廃 棄 損 　　　　　　　１,６５０

構 造 改 善 費             　　　　　　　　 ７２４

特

別

損

益

の

部

子 会 社 支 援 損            　　　　　　　７,０３１

税 引 前 当 期 利 益 　　　　　　　８,４８９

法人税、住民税及び事業税 　　　　　　　２,５５０

法 人 税 等 調 整 額 　　　　　　　１,４７７

当 期 利 益 　　　　　　　４,４６２

前 期 繰 越 利 益 　　　　　　　２,１６６
中 間 配 当 額 　　　　　　　　 ５８８

当 期 未 処 分 利 益 　　　　　　　６,０４０
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注記

　１．重要な会計方針

　　　貸借対照表及び損益計算書の作成に当たって採用した重要な会計処理の原則及び手続は次のとおりであ

      ります。
　　　１）有価証券の評価方法及び評価基準

  　　　　　子会社株式及び関連会社株式 ・・・・・・ 移動平均法による原価法

            その他有価証券

                  時価のあるもの ・・・・・・・・・ 決算日の市場価格等に基づく時価法
                                                   （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価

                                                     は移動平均法により算定）

                  時価のないもの ・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法

　　　
      ２）棚卸資産の評価方法及び評価基準

　　　　　　移動平均法による原価法

　　

　　　３）固定資産の減価償却の方法
　　　　　　有形固定資産・・・・・・定率法

                                      ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

                                      く。）については定額法を採用しております。

                
　　　　　  無形固定資産・・・・・・定額法

                                      なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期

                                      間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　　　 ４）繰延資産の会計処理

　　　　　　　社債発行費は支出時に全額費用処理しております。

　　　 ５）引当金の計上基準
　　　　　　貸倒引当金

               期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

               り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

               しております。

            投資損失引当金

               関係会社に対する出資額の損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております｡

            退職給付引当金

               従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

               当期末において発生していると認められる額を計上しております。

            役員退職慰労引当金

              役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

  　　　　　　当該引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

　　  ６）消費税等の会計処理

　　　　　　税抜方式

　　　７）会計方針の変更
自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準の適用

            　「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成１４年２月

２１日　企業会計基準第１号）が平成１４年４月１日以降に適用されることになったことに伴い、

当期より同会計基準を適用しております。なお、この変更に伴う損益に与える影響はありません。
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　　　　　　１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用
「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成１４年９月２５日

企業会計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会　平成１４年９月２５日　企業会計基準適用指針第４号）が平成１４年４

月１日以降に適用されることになったことに伴い、当期より同会計基準および同適用指針を
適用しております。なお、この変更に伴う影響は軽微であります。

  ２．貸借対照表

　　　１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　２）主要な外貨建資産及び負債

              売　　　掛　　　金                                 ５８,６４５千ユーロ

                                                                ４９,６１１千米ドル

              子会社株式・出資金                               ２７８,７０９千米ドル

                                                              １８５,９０３千ユーロ

                                                                ５２,９１７千英ポンド

　　　３）有形固定資産の減価償却累計額                        ２３０,５６９百万円

４）有形固定資産の圧縮記帳実施額  建　　　　物     　         　　 ２４百万円

  機械及び装置　　　　　　　    　　  ７百万円

  工具器具備品　　　　　　　　　    ８６百万円

      ５）子会社に対する短期金銭債権　　　　　　　　　            ３８,５７８百万円

　 　　　 子会社に対する短期金銭債務　　 　　　　　　             　９,６４５百万円

　　  ６）保証債務　　　　　　　　　　　 　　　　　　　           ２７,１７１百万円

　　 　   保証予約　　　　　　　　　　　 　　　　　　　           １２,０１２百万円

　　 　   経営指導念書差入                                         ３,１００百万円

      ７）１株当たりの当期利益　　　 　 　　  　　　　　              ２２円３０銭

      ８）商法第２９０条第１項第６号に規定する純資産額              ２,４０４百万円

　３．損益計算書

　　　１）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

      ２）子会社との取引高

              売 上 高　　                           ８８,１２８百万円

              仕 入 高　                             ５７,８９４百万円

              営業取引以外の取引高                                 １,６１７百万円


